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事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 
繊維工業 55,133 100% 490,252 100% 2,745 100% 18,170 100% 
管理，補助的経済活動を行う事業所 340 0.6% 6,366 1.3% 14 0.5% 341 1.9% 
製糸業，紡績業，化学繊維等製造業 2,708 4.9% 34,790 7.1% 193 7.0% 1,721 9.5% 
織物業 9,161 16.6% 47,859 9.8% 317 11.5% 1,283 7.1% 
ニット生地製造業 878 1.6% 6,542 1.3% 53 1.9% 334 1.8% 
染色整理業 4,259 7.7% 42,575 8.7% 96 3.5% 1,639 9.0% 
綱・網・レース等製造業 4,190 7.6% 33,278 6.8% 104 3.8% 757 4.2% 
外衣・シャツ製造業 17,263 31.3% 178,741 36.5% 1,356 49.4% 8,182 45.0% 
下着類製造業 1,254 2.3% 21,024 4.3% 11 0.4% 59 0.3% 
和装製品・その他の衣服等製造業 4,631 8.4% 37,592 7.7% 95 3.5% 479 2.6% 
その他の繊維製品製造業 10,449 19.0% 81,485 16.6% 506 18.4% 3,375 18.6% 
繊維・衣服等卸売業 26,577 100% 298,128 100% 1,021 100% 8,202 100% 
管理，補助的経済活動を行う事業所 378 1.4% 7,274 2.4% 16 1.6% 101 1.2% 
繊維品卸売業 5,514 20.7% 44,363 14.9% 139 13.6% 940 11.5% 
衣服卸売業 10,812 40.7% 150,721 50.6% 684 67.0% 5,973 72.8% 
身の回り品卸売業 9,873 37.1% 95,770 32.1% 182 17.8% 1,188 14.5% 
織物・衣服・身の回り品小売業 158,912 100% 751,306 100% 3,065 100% 12,524 100% 
管理，補助的経済活動を行う事業所 1,013 0.6% 18,800 2.5% 16 0.5% 163 1.3% 
呉服・服地・寝具小売業 21,540 13.6% 78,095 10.4% 520 17.0% 1,771 14.1% 
男子服小売業 21,729 13.7% 107,716 14.3% 414 13.5% 1,889 15.1% 
婦人・子供服小売業 71,498 45.0% 355,320 47.3% 1,384 45.2% 6,015 48.0% 
靴・履物小売業 12,002 7.6% 52,243 7.0% 222 7.2% 835 6.7% 
その他の織物等小売業 31,130 19.6% 139,132 18.5% 509 16.6% 1,851 14.8% 
2009 年経済センサスより筆者作成。 
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表 2 都道府県比較からみた岐阜アパレル産業 
  
  
岐阜県 福島県 東京都 福井県 
事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 
繊維工業 2,745 18,170 901 12,259 4,656 34,708 1,617 21,962 
外衣・シャツ製造業 1,356 8,182 575 8,999 2,474 18,488 199 3,515 
繊維・衣服等卸売業 1,021 8,202 149 865 6,621 99,636 343 2,052 
衣服卸売業 684 5,973 75 456 2,686 54,765 69 420 
         
  
愛知県 京都府 大阪府 岡山県 
事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 
繊維工業 5,341 39,387 6,318 30,814 5,620 44,274 1,323 18,987 
外衣・シャツ製造業 920 5,187 238 1,907 2,170 14,927 717 10,517 
繊維・衣服等卸売業 1,861 22,959 1,489 12,251 5,095 69,390 308 3,054 


























































する。2006 年には、1969 年と比較してどちらも 1～2 割程度に落ち込んでいる。また、縫
製加工業を中心とする衣服・その他の繊維製品製造業について、事業所数は 1980 年代後半
にピークを迎え、その後急激に減少する。従業者数は 1980 年代に 36,000 名前後を推移す




他の繊維製品製造業は 315 事業所、2,063 名の従業者と、かなり小さい規模からスタートし
ている。また、事業所数、従業者数が最も多かった時期は、繊維工業が衣服・その他の繊
維製品製造業より 10～20 年早い。 
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図 1 繊維・衣服製造業 事業所数の推移（岐阜県） 
総務省統計局「事業所・企業統計調査」より筆者作成。 
 







141,994 名である。内訳をみると、入国 1 年目で企業単独型受入れである「1 号イ」は 3,991
名、団体監理型である「1 号ロ」は 57,187 名となっており、入国 2、3 年目で企業単独型受
入れである「2 号イ」は 2,726 名、団体監理型受入れである「2 号ロ」は 78,090 名となっ
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する。職種分野のうち、繊維・衣服分野の技能実習 2 号移行申請者（以下、申請者）は 10,837
名で、全申請者（51,109 名）の 21.2％を占める。繊維・衣服分野のうち「婦人子供服製造」
職種での申請者は 8,492 名で、繊維・衣服分野での申請者数の 78.4％を占める。また、「婦
人子供服製造」職種での申請者数は申請者総数の 16.6％を占めており、職種別にみて 2 番



















2013 年 2 月 12 日取得。 






表 3 都道府県別 繊維・衣服分野の技能実習 2 号移行申請状況（2011 年度） 
都道府県 繊維・衣服(a) 移行申請者計(b) (a)/(b) 都道府県 繊維・衣服(a) 移行申請者計(b) (a)/(b) 
合計 10,837  51,109  21.2%  
岐阜県 1,745  3,448  50.6% 徳島県 395  812  48.6% 
愛知県 791  5,777  13.7% 大阪府 305  1,652  18.5% 
岡山県 679  1,587  42.8% 秋田県 285  291  97.9% 
福井県 583  1,046  55.7% 島根県 283  466  60.7% 
愛媛県 476  1,369  34.8% 東京都 110  617  17.8% 
広島県 400  2,738  14.6% 京都府 142  465  30.5% 




討する。技能実習制度がスタートした 1993 年度の申請者数は 1,164 名であった。その後、
1999 年度と 2002 年度はその前後年と比べて増加数は鈍るものの、2008 年の 63,747 名ま
で一貫して増加する。その後 2 年間は減少したが、2011 年度は再び増加している。 
繊維・衣服分野について、1993 年度の申請者数は 384 名であった。2006 年の 15,072 名
まで一貫して増加し、その後減少し続けている。また、繊維・衣服分野における申請者数
が総申請者数に占める割合をみると、1999 年度の 52.1％でもっとも高い。（図 3） 
中国出身者について、1993 年度の申請者数は 586 名であった。2008 年の 49,971 名まで
一貫して増加する。中国出身者とその他の国出身者合計の申請者数について対前年度増加
率をみた場合（図 4）、中国出身者の増加率は技能実習制度開始 2 年目の 1994 年度に急激
に高まるものの、1998 年度までは他国出身者の増加率と比べて同程度か、あるいはそれよ
りも低い増加率となっている。しかし 1999 年度と 2002 年度、2005 年度に他国出身者が減




しかし、2009 年度と 2010 年度には、全体の趨勢にあわせて中国出身者の申請者数が減
少している。2011 年度には全体の増加基調にあわせてその数を増加させているが、他国出
身者合計の場合と比較すると増加率は低い。 
2011 年度の中国出身者申請者数が全体の 7 割以上を占めていることを考慮すれば、最大
の技能実習生送出し国としての中国の存在感は今でもじゅうぶんに大きい。しかし、2008










図 3 繊維・衣服分野とその他の業種 技能実習（2 号）移行申請者数の推移 
 
 
図 4 中国とその他の国合計 技能実習（2 号）移行申請者数の対前年度増加率の推移 
 
図 3、4 ともに『外国人研修・技能実習事業実施状況報告 JITCO 白書』各年度版より筆者作成。 
  





























の形態が整えられる。1954 年には 16 町内に 600 商社が集積するほどの規模に拡大した（岐
阜県 1973）。 














































般のサラリーマンの月収の 2 倍以上にあたる 40 万円、多い人で 80 万円前後を稼いだ（岩
































ることもあった。また、受注が殺到する 7 月から 12 月には、問屋による加工業者の争奪戦
が起こった。こういった状況を反映してか、縫製加工業者はより高い工賃を求めて取引先
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期（第 3 期、1956~64 年）を経て、その結果として従業員規模が大きい工場がみられるよ
うになった時期（第 4 期、1965~71 年）であった。第 3 期は次章で検討する集団就職での
県外若年労働力の確保の時期であり、第 4 期は 5 章で検討する県外・海外進出による労働
力確保がすでにみられるようになった時期である。 
はじめに、従業員アンケートの結果を検討する。回答者の 79.3％が女性であり、97％が
独身である。女性従業員のうち 73.9％が 16〜19 歳、18.1％が 20〜24 歳で、24 歳以下の者
が 9 割以上を占めている。岐阜県内出身者がほとんどで（82.1％）、卒業後すぐに就職した
中卒者が多い（中卒者は回答者のうち 97.5％、就職前の職業が「学生」の者は 64.9％）。就
職の方法は、「縁故」が 53.8％と過半を占める。勤続年数は 1 年 1 ヶ月〜3 年の者がもっと
も多くて全体の 45％程度、次に多いのが 3 年 1 ヵ月〜5 年の者で、25％程度を占める。そ
れ以上の勤続年数の者はぐっと少なくなり、従業員のほとんどが 5 年以内の勤続年数であ
った。なお、企業アンケートの結果によれば、従業員が退職する理由は「結婚」が最も多







256 社のうちわずか 3 社しか採用していない。また、福利厚生施設について、回答した 205









                                                   
4縫製加工業者へのアンケートは、岐阜縫製加工協同組合加盟業者に対して実施された。回収総数は 318 件
で、回収率は 66.2％である。また、従業員アンケートについて回収総数は 333 件で、回収率は 97.9％であ
る。 

















































































年ごとにばらつきはあるものの、1964 年までほぼ毎年 4,000 名以上の県内中卒者が繊
維・衣服製造業に就職している。就職者数を繊維工業と衣服・その他の繊維製品製造業に
分けて比較した場合、どの年も繊維工業のほうが多い。また、どちらも女性が圧倒的に多











1965 年で 7,126 名と、利用できる各年データ（1963〜78 年）のなかでもっとも多い。同
じ年の岐阜県中・高卒者の県外送出し数は 4,899 名であるから、中・高卒就職者は受入れ
数のほうが多かった。 
図 6 は、1965 年に岐阜県内に受入れた中・高卒就職者について、送出し地域の割合を示
している。目につくのは、九州からの受入れ数の多さであろう。とくに熊本県、鹿児島県、

























































服産業連合会は沖縄から集団就職を受け入れる。同年 3 月 19 日に集団就職第一陣 46 名が















































績業では大規模の工場が多かった。1970 年頃には岐阜県内に従業員 1,000 人以上の工場が







































 表 4 は向洋台高校が岐阜県内で提携した定時制高校を示している。1964 年に 5 学園が、
そして 1973 年までにあわせて 8 学園が開園されている。 
 
表 4 大阪向洋台高等学校の岐阜県内提携校 
学園名 所在地 学科名 開園年度 閉園年度 入学生徒数(a) 卒業生徒数(b) 
 
(b)／(a) 
オーミケンシ大垣学園 大垣市 普通 S39年度 H3年度 1958 1076 55.0% 
 オーミケンシ中津川学園 中津川市 普通 S43年度 H5年度 711 464 65.3% 
都築紡績糸貫学園 本巣郡 普通 S39年度 S60年度 427 256 60.0% 
名古屋紡績穂積学園 本巣郡 普通 S39年度 S59年度 454 290 63.9% 
ユニチカ岐阜学園 岐阜市 普通 S41年度 S49年度 332 210 63.3% 
ユニチカ垂井学園 不破郡 普通 S41年度 S52年度 443 249 56.2% 
都築紡績鵜沼学園 各務原市 普通 S39年度 S44年度 18 9 50.0% 
長谷虎紡績学園 羽島市 普通 S39年度 S44年度 111 53 47.7% 
『岐阜県教育史 通史編 現代 3』p.355 より筆者作成。 
 











次に、各種学校と紡績業の関係をみていこう。1968 年 5 月時点で 149 の各種学校が岐阜
県内にあった。課程の内訳は和洋裁がもっとも多くて 88 課程であり、その他自動車 15、珠
算・簿記 11、家庭 10、看護 8、一般教養 5、理容・美容 3、タイプライター2 などとなって
いる。 
表 5 は、1968 年までに設置され、同年度版『岐阜県の教育』に記載された各種学校のう















科」「特別教育活動」「実習」があったが、週 25 時間のうち 10 時間は「実習」であった。 
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表 5 1968 年までに認可された各種学校のうち、企業内設置学校 
所在地 学校名 企業名 学校名 企業名 
岐阜市 
岐阜高等学院 ニチボウ 岐阜高等女学院 東洋紡績 
三菱レイヨン岐阜高等家政学校 三菱レイヨン 川島高等家政学校 川島紡績 
川島第二高等家政学校 川島紡績  
大垣市 
東亜紡織思誠高等実務学校 東亜紡織 帝国繊維大垣高等学院 帝国繊維 
大垣紡積美和高等実科女学校 大垣紡積 鐘苑文化女学院 鐘ヶ淵紡績 
東邦レーヨン大垣高等実務学校 東邦レーヨン 美城文化女学院 東亜紡績 
和興高等女子学院 和興紡績 近江絹糸淑徳学園 近江絹糸 
その他 
片倉関学園 片倉工業 片倉瑞浪学園 片倉工業 
羽島日興高等家政学校 日興毛織 郡是美濃女学院 郡是製糸 
日本毛織岐阜高等学園 日本毛織 太洋実科女学院 太陽紡績 
伊富岐高等学院 ニチボー 関ヶ原高等学院 ニチボー 
東邦レーヨン揖斐川高等実務学校 東邦レーヨン 豊島高等実務学校 豊島紡績 
三興紡績穂積高等学院 三興紡績 坂祝高等女学院 東洋紡績 
『岐阜県教育史 通史編 現代 3』p.597-601 より筆者作成。公立の各種学校は 6 校で、私立は岐阜市に








定められた。これを受けて岐阜工場は同年 7 月 28 日に、加古川・印南工場は 8 月 24 日に、
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表 6  日本毛織労務出張所の開設状況 
名称 開設期間 所在地 担当地域など 
九州労務出張所 S38.9 - 56.4 熊本市 九州全域 
羽越労務出張所 S39.2 - 53.7 長岡市 新潟県＋山形・長野両県の一部 
中部労務出張所 S39.2 - 45.3 美濃加茂市 岐阜県全域（閉鎖後は岐阜工場直轄） 
東北労務出張所 S40.1 - 47.3 青森市 青森県・秋田県・北海道全域（閉鎖後は両郷寺工場直轄） 
北海道出張所 S42.4 - 53.7 札幌市 北海道全域（東北労務出張所から分離独立） 
四国労務出張所 S42.12-46.2 高知市 高知県・愛媛県全域 
東北出張所 S50.3 - 55.2  （再開設） 






























郡明方村に居住する全世帯主とその家族（15 歳以上 65 歳未満）のうち就業を希望する者を
対象に実施されたが、回答のあった 1,843 名のうち 40.5％にあたる 746 名（うち男 349 名、
女 397 名）が就業を希望していた。そして、就業希望者のうち、女性の 50.9％は縫製加工
業に従事することを希望していた（表 7）。 
 
表 7 男女別 岐阜県農村部在住者のうち、就業希望者が就きたい職種 
  合 計 事 務 員 ミシン縫製工 荷造包装工 木 工 機 械 工 単純労働 そ の 他 
男 349 17 3 50 75 74 66 64 
構 成 比 100.0% 4.9% 0.9% 14.3% 21.5% 21.2% 18.9% 18.3% 
女 397 23 202 43 21 5 49 54 
構 成 比 100.0% 5.8% 50.9% 10.8% 5.3% 1.3% 12.3% 13.6% 
計 746 40 205 93 96 79 115 118 
構 成 比 100.0% 5.4% 27.5% 12.5% 12.9% 10.6% 15.4% 15.8% 















要となってまいります。」（岐阜県商工労働部 1973: 1） 















制定される以前の家内労働者数は 1958 年に約 70 万人、1962 年に約 85 万人、1969 年に約
143 万人となっており、着実に増加している。家内労働者数は 1973 年に 1844,400 名でピ
ークを迎え、その後一貫して減少する。2012 年の家内労働者総数は 128,709 名である。 
また、1970 年の調査開始以来、女性は常に 9 割以上を占めている。2012 年の家内労働




業」的家内労働者の 3 つに分類されるが、そのうち内職的家内労働者がつねに 9 割前後を
占めている（2012 年は 94.9％）。 
家内労働者の年齢であるが、1970 年代と比較して、現在は高齢化が進んでいる。1973
年は 30～40 歳未満が 39.6％を占めており、10 年間隔でとった年齢階層別でもっとも多か






2012 年の「繊維工業」は 38,265 名で全体の 30.8％を占める7（図 7）。 
















次に、都道府県別の家内労働者数を検討する。表 8 は、岐阜県と家内労働者数が多い 5
都道府県、5 年前と比較した家内労働者数増加率の高い 5 都道府県の推移を示している。 










岐阜県について、1973 年から 2008 年まで、岐阜県は家内労働者数上位 10 都道府県内に
数えられており、比較的家内労働者が多く存在する。1978 年から 83 年にかけて岐阜県で


































































































衣服・その他の繊維製品製造 繊維工業 その他 
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表 8 都道府県別 家内労働者数の推移 
  









るが、職種別 1 時間当たり工賃は「スポーツ服縫製」が 102 円でもっとも高く、もっとも
低い「スカートまとめ」、「スカート縫製」、「ブラウス刺繍」の 33 円と比較して 3.1 倍とな
っている。職種別に時間当たり工賃を見た場合、総じて縫製関連の職種は 1 時間当たり工
賃が高く、まとめや刺繍といった職種は低い。また、職種別工賃月収額は「スポーツ服縫
製」が 20,600 円でもっとも多く、もっとも低い「スカートまとめ」の 3,400 円と比較して
6.1 倍となっている。同じ衣服製造業における家内労働であっても、従事する職種によって
1973 1978 1983
都道府県名 家内労働者数 構成比 都道府県名 家内労働者数 構成比 増加率 都道府県名 家内労働者数 構成比 増加率
全 国 1,844,400 100.0%
―
全 国 1,348,400 100.0% -26.9 全 国 1,201,700 100.0% -10.9 
家内労働者数
上位5都道府県
1 東 京 都 301,700 16.4% 1 東 京 都 180,200 13.4% -40.3 1 東 京 都 143,700 12.0% -20.3 
2 大 阪 府 189,700 10.3% 2 大 阪 府 149,900 11.1% -21.0 2 大 阪 府 135,400 11.3% -9.7 
3 愛 知 県 150,300 8.1% 3 神 奈 川 県 112,300 8.3% 1.4 3 神 奈 川 県 100,100 8.3% -10.9 
4 神 奈 川 県 110,800 6.0% 4 愛 知 県 84,900 6.3% -43.5 4 愛 知 県 64,000 5.3% -24.6 
5 兵 庫 県 101,300 5.5% 5 栃 木 県 47,700 3.5% -15.3 5 岐 阜 県 49,200 4.1% 5.8 
岐阜県 7 岐 阜 県 64,600 3.5% ― 7 岐 阜 県 46,500 3.4% -28.0 ―
増加率
上位5都道府県 ―
19 静 岡 県 23,500 1.7% 55.6 33 秋 田 県 10,100 0.8% 124.4 
42 岩 手 県 5,900 0.4% 34.1 31 宮 城 県 10,600 0.9% 89.3 
47 沖 縄 県 1,700 0.1% 30.8 23 山 形 県 17,700 1.5% 75.2 
44 高 知 県 5,000 0.4% 25.0 44 宮 崎 県 4,800 0.4% 45.5 
35 長 崎 県 8,500 0.6% 21.4 37 岩 手 県 8,200 0.7% 39.0 
1988 1993 1998
都道府県名 家内労働者数 構成比 増加率 都道府県名 家内労働者数 構成比 増加率 都道府県名 家内労働者数 構成比 増加率
全 国 997,700 100.0% -17.0 全 国 710,200 100.0% -28.8 全 国 419,014 100.0% -41.0 
家内労働者数
上位5都道府県
1 東 京 都 102,700 10.3% -28.5 1 大 阪 府 58,300 8.2% -40.6 1 大 阪 府 38,750 9.2% -33.5 
2 大 阪 府 98,200 9.8% -27.5 2 東 京 都 56,600 8.0% -44.9 2 東 京 都 31,220 7.5% -44.8 
3 神 奈 川 県 86,700 8.7% -13.4 3 神 奈 川 県 49,600 7.0% -42.8 3 愛 知 県 22,978 5.5% -41.2 
4 愛 知 県 53,700 5.4% -16.1 4 愛 知 県 39,100 5.5% -27.2 4 岐 阜 県 20,131 4.8% -43.1 
5 岐 阜 県 46,800 4.7% -4.9 5 岐 阜 県 35,400 5.0% -24.4 5 神 奈 川 県 16,540 3.9% -66.7 
岐阜県 ― ― ―
増加率
上位5都道府県
26 青 森 県 13,200 1.3% 63.0 28 石 川 県 9,900 1.4% 45.6 29 鳥 取 県 5,796 1.4% -5.0 
41 宮 崎 県 7,300 0.7% 52.1 23 奈 良 県 10,700 1.5% 5.9 22 島 根 県 7,201 1.7% -10.0 
27 秋 田 県 13,000 1.3% 28.7 38 宮 崎 県 7,700 1.1% 5.5 24 岩 手 県 6,851 1.6% -11.0 
28 宮 城 県 12,800 1.3% 20.8 14 岡 山 県 16,100 2.3% 0.6 45 大 分 県 3,002 0.7% -14.2 
45 高 知 県 4,700 0.5% 20.5 9 静 岡 県 20,300 2.9% -0.5 14 福 岡 県 9,934 2.4% -20.5 
2003 2008 2012
都道府県名 家内労働者数 構成比 増加率 都道府県名 家内労働者数 構成比 増加率 都道府県名 家内労働者数 構成比 増加率
全 国 234,717 100.0% -44.0 合 計 171,705 100.0% -26.8 全 国 124,433 100.0% -27.5 
家内労働者数
上位5都道府県
1 大 阪 府 19,780 8.4% -49.0 1 静 岡 県 11,933 6.9% 19.4 1 愛 知 県 9,951 7.7% -11.4 
2 東 京 都 19,300 8.2% -38.2 2 東 京 都 11,263 6.6% -41.6 2 静 岡 県 9,058 7.0% -24.1 
3 愛 知 県 14,231 6.1% -38.1 3 愛 知 県 11,237 6.5% -21.0 3 東 京 都 6,190 4.8% -45.0 
4 静 岡 県 9,994 4.3% -20.7 4 大 阪 府 10,393 6.1% -47.5 4 埼 玉 県 4,646 3.6% -18.0 
5 三 重 県 8,449 3.6% -36.3 5 長 野 県 6,324 3.7% -6.5 5 岡 山 県 4,577 3.6% -27.4 
岐阜県 8 岐 阜 県 7,819 3.3% -61.2 10 岐 阜 県 4,557 2.7% -41.7 11 岐 阜 県 3,679 2.9% -19.3 
増加率
上位5都道府県
47 沖 縄 県 473 0.2% 11.6 1 静 岡 県 11,933 6.9% 19.4 17 愛 媛 県 2,795 2.2% 15.4 
14 広 島 県 5,342 2.3% -16.2 47 沖 縄 県 527 0.3% 11.4 10 奈 良 県 3,690 3.0% 13.3 
9 兵 庫 県 7,491 3.2% -18.4 12 新 潟 県 4,405 2.6% 2.9 15 石 川 県 2,957 2.4% 11.4 
4 静 岡 県 9,994 4.3% -20.7 25 石 川 県 2,654 1.5% -3.5 20 茨 城 県 2,647 2.1% 5.0 
23 熊 本 県 3,937 1.7% -22.3 43 高 知 県 1,106 0.6% -5.4 22 福 井 県 2,434 2.0% -3.1 







数を重ねることでその額は大幅に上昇する。経験期間が 3 カ月未満の者の 1 時間当たり工
賃額は 33 円であるのに対して、1 年～3 年未満の者は 45 円、3 年～5 年未満の者は 58 円、

















無しのもの）」の 4 つに分類され、それぞれ 1 枚（分）につき順に 730 円、88 円、115 円、
85 円と最低工賃が設定されている。このようにして、岐阜県の婦人服製造業最低工賃は、
23 工程（規格）に対してそれぞれ設定されている（表 9）。家内労働者が受け取ることがで
                                                   
8 労働力婦人少年局（1966）がまとめた調査結果によると、地域別時間当たり賃金を比べた場合、京浜地











10 業種別最低工賃決定状況（2012 年 7 月 1 日現在）によると、全国で決定されている最低工賃は全部で
123 件であり、そのうち繊維・衣服製造業分野では 76 件（繊維工業のうち「織物」9 件、衣服・その他の
繊維製品製造業のうち「ニット製造」6 件、「既製洋服など」43 件、「和服・その他」18 件）となっている。 
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表 9 岐阜県婦人服製造業 最低工賃設定一覧 
 
厚生労働省岐阜労働局 HP より筆者作成。岐阜県婦人服製造業の最低工賃効力発生の日は、1995 年 3 月
31 日である。 
http://gifu-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/roudoukyoku/gyoumu_naiyou/roudou_kijyun/chingin/koutinit
iran.html（2013 年 1 月 31 日取得） 
 




業務 品　　　目 工　程 規　　　　　　格
丸縫い 長そでで、かつ、裏地つきのもの 1枚につき 730円
そで縫い 1枚そでで、かつ、長そでのもの 1枚分につき 88円
身ごろ表縫い 1枚分につき 115円
身ごろ裏縫い 身返しの無しのもの 1枚分につき 85円






































































































設立すれば、従業員 10～40 名規模の縫製加工業者が、日本の 10 倍から 20 倍の従業員を雇
用することができた。1991 年から 2001 年の間に衣服・その他の繊維製品製造業では従業
者数が 18,272 名減少しているが、そのあいだに岐阜縫製加工業者は中国において 58,897
名の雇用を実現している。また、1978 年の改革・開放後の中国において、未熟練労働力を
外貨獲得に結びつける産業として繊維・衣服製品が対象となったことも、中国進出が活発
化した背景にあった（岩坂 2007, 2008）。 
 
（3）縫製加工業従業員の実態と求人――1984 年調査より 




はじめに、縫製加工業者の県外進出状況を検討する。回答した 565 企業のうち 522 社は
岐阜市内に 1 工場のみを持っており、市内に 2 工場を持つ企業が 9 社、県内・県外に工場




員は女性が 71.2％と多くを占めており、この点は 2 章で検討した 1967 年調査の結果と変化
はない。しかし、女性従業員の年齢構成について、20 代が 25.2％と最も多いものの、10
                                                   
11岐阜市内に在住する縫製加工業界の経営者を、職業別電話帳を参考にして抽出。566件回収、回収率35.4％。 
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代 20.2％、30 代 15.8％、40 代 21.9％と、10〜49 歳のあいだに従業者が同程度の割合で存
在している。20 年前と比較して、従業員の高齢化がすすんでいることがわかる。岐阜縫製
加工業者が新規労働力を一定数確保しながらも 1960 年代に 20 歳前後であった従業員がそ
のまま年齢を重ね、84 年時点での 40 代となったのであろう。 
表 10 は、各企業の従業員の平均年齢を、従業員規模別に示している。全体の回答結果を
見ると、43.9％が「40 代」と回答しており、続いて「30 代」と「50 代」が約 20％とほぼ
同程度の割合を占める。しかし、従業員規模別にみると、従業員平均年齢は大きく異なる。
従業員規模が 1〜3 人の企業のうちほぼ半数の 47.5％が従業者平均年齢を「40 代」として
おり、28.4％が「50 代」としている。4〜9 人の企業も同様に、28.9％が「30 代」と目立つ
ものの、52.9％が「40 代」と半数を占めている。しかし、従業員規模が 50 人以上の企業で
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表 10 従業員平均年齢（従業員規模別） 
 10 代 20 代 30 代 40 代 50 代 60 歳以上 合計 
1 人〜3 人 
3 3 47 159 95 28 335 
0.9 0.9 14.0 47.5 28.4 8.4 100% 
4 人〜9 人 
2 5 35 64 15  121 
1.7 4.1 28.9 52.9 12.4  100% 
10〜19 人 
 12 22 12 1  47 
 25.5 46.8 25.5 2.1  100% 
20〜29 人 
 7 2 2   11 
 63.6 18.2 18.2   100% 
30〜49 人 
1 5 8    14 
7.1 35.7 57.1    100% 
50 人〜99 人 
 6 2    8 
 75.0 25.0    100% 
100 人〜299 人 
 3 1    4 
 75.0 25.0    100% 
合計 
6 41 117 237 111 28 540 
1.1 7.6 21.7 43.9 20.6 5.2 100% 
『岐阜県縫製加工業実態調査報告書』（1985） p.35 より筆者作成。下線は、各従業員規模のなかで最も高
い割合を示している。 
表 11 従業員規模別求人方法（従業員規模別） 









その他 特になし 合計 
1 人〜3 人 
21 5 16 1 3 103 149 
14.1 3.4 10.7 0.7 2.0 69.1 100% 
4 人〜9 人 
27 20 22 2 1 39 111 
24.3 18.0 19.8 1.8 0.9 35.1 100% 
10〜19 人 
12 12 14 4  6 48 
25.0 25.0 29.2 8.3  12.5 100% 
20〜29 人 
2 4 2 5   13 
15.4 30.8 15.4 38.5   100% 
30〜49 人 
 6 1 6   13 
 46.2 7.7 46.2   100% 
50 人〜99 人 
 5  3   8 
 62.5  37.5   100% 
100 人〜299 人 
 3  1   4 
 75.0  25.0   100% 
合計 
62 55 55 22 4 148 346 
17.9 15.9 15.9 6.4 1.2 42.8 100% 



















もっとも多い静岡県の 2,014 名や東京都の 1,644 名より大幅に少ない。しかし、その受入
れ実態を技能実習移行申請者数の 1993～95 年度の合計でみると、岐阜県は 539 名であり、
都道府県別にみてもっとも多い。また、岐阜県における 1996 年の JITCO 支援研修生受入










討する。2 節と 3 節を通して、岐阜県では研修・技能実習制度が確立する以前から中小企業
団体を通じて中国人研修生を独自に受入れていたことと、その受入れに際して岐阜県行政
や産業界の後押しがあったことが確認できるであろう。 
4 節では 1990 年以降の岐阜縫製加工業の実態について検討し、5 節ではそれを踏まえた
うえで、1990 年代後半以降の岐阜県における研修生・技能実習生受入れの実態を、受入れ
                                                   
12 『朝日新聞』朝刊 1972.10.7 
13 『日本経済新聞』1989.12.1 






















となったのが 1990 年前後であった。 
 


















































































































































                                                   
14 内閣府「消費動向調査」によれば、ミシンの世帯普及率は 1977 年の 85.3％をピークに、その後徐々に
減少していく。1995 年には 80％を割り、2004 年には 69.3％となっている。百世帯当たりのミシン保有台




ー等海外日系人雇用を検討」（輸縫連ニュース No.71、1990 年 3 月 25 日発行）、「ブラジル日系人雇用事情: 
輸縫連ミッションの帰国報告」（輸縫連ニュース No.74、1990 年 10 月 25 日発行）などである。 




る中国との関係を『岐阜県議会史』各巻（岐阜県議会史編さん委員会編 1984, 1999, 2001）
や「25 年の研修生受入事業の歩みと展望」（岐阜県日中友好技能実習生受入協同組合連合会











の日中友好団体等が協賛した第 1 回中国展が岐阜市にて開催された。 





であった。1981 年 7 月には岐阜市に中国研修生受入協会が設立され、同年 8 月には第一次
研修生 48 名を受入れた。これが岐阜県における現行制度に近い形での外国人研修生受入れ
の始まりである。なお、このときの受入れ期間は 2 年間で、岐阜県から座学研修費として
30 万円が助成されている。その後、1983 年 8 月に第二次研修生受入れ（59 名）、1985 年 9








                                                   
16 岐阜県議会議事録は、岐阜県会議録検索システム（http://www.pref.gifu.lg.jp/gikai/kaigiroku/）を利用
して採取した。具体的には、2006 年 6 月定例会（第 3 回）および 2008 年 12 月定例会（第 5 回）におけ
る渡辺嘉山氏の質問などである。2013 年 1 月 31 日取得。 
17岐阜市と杭州市は、1979 年 2 月に友好都市協定に調印している。 
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表 12 岐阜県における対中交流と中国人研修生受入れ事業のあゆみ 
1957 年 岐阜市の民間の産業文化使節団が初めて浙江省杭州市を訪問。 
1962 年 浙江省杭州市にて、岐阜市長揮毫の書と杭州市長揮毫の碑文を交換する。 
1963 年 日中友好の碑が岐阜公園に建立される。 
1972 年 9 月   日中共同声明 
1975 年 岐阜県日中友好議員連盟が結成される。 
1976 年 10 月 
岐阜県知事を団長とする約 50 名の訪中団「岐阜県日中友好の翼」が北京、上海、江西省南昌市を訪
問する。 
1977 年 7 月 岐阜県岐阜市にて、第一回中国展開催。 
1978 年 8 月   日中平和友好条約締結 
1979 年 4 月 岐阜県岐阜市にて、第二回中国展開催。 
1980 年 5 月 岐阜県日中友好議員連盟、第一次訪中。 
1981 年 6 月 
岐阜県中小企業団体連合会の代表者らが江西省南昌市を訪問。 
江西省国際経済技術合作公司と研修生受入れに関する契約を結ぶ。 
1981 年 7 月 岐阜県日中友好議員連盟、第二次訪中。 
1981 年 7 月 中国研修生受入協会が設立される。 
1981 年 8 月 中国研修生受入協会、第一次研修生としてアパレル関連の 48 名を受け入れる。 
1982 年 中国残留日本人孤児支援のため、岐阜県が独自の一時帰国援護事業を始める。 
1983 年 8 月 中国研修生受入協会、第二次研修生として 15 企業 59 名を受け入れる。 
1984 年 11 月 
岐阜県日中友好議員連盟、第三次訪中。江西省側から姉妹提携に向けた働きかけを受け、帰国後、知
事に対して「岐阜県と江西省との提携に関する要望書」を提出する。 
1985 年 5 月 岐阜県日中友好議員連盟、第四次訪中。姉妹提携の覚書署名と交換式が行われる。 
1987 年 5 月 岐阜県知事が江西省を訪問。友好提携の調印を岐阜県で行うことで合意。 
1988 年 6 月 江西省代表団が来県。「岐阜県と江西省友好県省提携に関する協定書」に調印。 
1993 年 5 月 中国研修生高等技能学院が設立される。 
1994 年 江西省国際技術協力公司、岐阜事務所を設立する。 
1994 年 5 月 岐阜県日中友好研修生受入協同組合連合会が設立される。 

































岐阜県日中友好研修生受入協同組合連合会の 3 つがある（岩坂 2007, 2008）。本節では、
岐阜県における草分け的な研修生受入れ団体として、岐阜県日中友好研修生受入協同組合








                                                   
18 1933 年 2 月から 1944 年 3 月までに、岐阜県から満州移民として 9,629 名が送出されている。うち死
亡者は 3,589 名で、引揚者は 5,683 名であった。（岐阜県議会史編さん委員会編 1984） 
19法務省告示第393号によれば、岐阜県日中友好研修生受入協同組合連合会傘下の受入れ企業は 143社で、
うち実習内容が「婦人子供服製造」となっているのは 101 社である。2010 年 8 月 5 日『官報』号外第 164
号より。 






































                                                   
20代表は羽田孜元総理大臣で、議長は渡邊氏であった。 










































国民金融公庫総合研究所 1992: 74） 
















次に、2004 年に実施された実態調査22の結果を 1989 年実施の調査結果と比較した「岐阜
アパレル産業の実態調査」（村上眞知子・今井素惠 2005）をもとに、縫製加工業者の実態
を検討する。縫製加工業界の景況について、最近 1 年間で加工賃単価が「低下した」と答
えた割合は 1989 年と比較して 10 倍以上になっており、さらに、最近 1 年間の受注高対前





とを 5 章 3 節で確認した。また、岐阜県の衣服製造企業が 1990 年代から激減していること











                                                   
22 「岐阜アパレル名鑑 2003 年度版」に掲載される縫製加工業者のうち、縫製組合に加入する業者を抽出
した。70 件回収で、回収率は 7.2％である。 













表 13 外国人研修生・技能実習生受入れ組合数の推移 
年 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 
月 12 月 12 月 12 月 12 月 12 月 8 月 12 月 8 月 
研修実施中の組合 126 117 116 100 110 187 207 230 
研修実施準備中の組合 15 9 9 11 16 49 42 48 
研修生受入れ検討中の組合 16 12 6 7 8 27 15 28 
対応組合合計 157 138 131 118 134 263 264 306 
技能実習実施中の組合 7 28 43 36 48 65 125 153 
総受入れ組合員数 22 180 261 251 446 639 1338 1665 
総受入れ実習生数 60 494 677 765 1275 1799 3911 5304 
『中小企業組合白書』（全国中小企業団体中央会編 1998, 1999）より筆者作成。 
 






続いていた時期であったといえるであろう。しかし、1998 年 8 月から、その数は飛躍的に
増加する。技能実習生受入れ組合数について、こちらは 1993 年 12 月から増加しているが、
1997 年 12 月と 1998 年 12 月の受入れ組合数を比較すると、約 3 倍に急増している。 
1998 年に受入れ組合数が飛躍的に増加した背景には、1997 年から技能実習生受入れ期間
が 1 年から 2 年に延長されたことがあると考えられる。この時期に受入れ組合数が増加す
ることにより、その傘下の受入れ企業も含めて、より多様な主体が研修・技能実習制度の
利用に関与し始めたことが推測される。 
 次に、岐阜県内の研修生・技能実習生受入れ 95 組合に対して岐阜県中小企業団体中央会








立された組合はわずかに 5 組合であり、それ以外の 90 組合はすべて 1990 年以降に設立さ
れている。また、1996 年から 2001 年までの 5 年間で、調査時点の受入れ組合の 6 割近く





1996 年には、多くの受入れ組合が設立されている。また、図 11 で受入れ開始時期をみ
ても、研修生、技能実習生ともに 1996 年度後半期（1996 年 10 月~1997 年 3 月）から受入
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図 11 岐阜県における研修生・技能実習生受入れ団体の研修生・技能実習生受入れ開始時期 
 
資料出所は図 10 に同じ。縦軸は％。 
 
次に、同じ資料を利用して、研修生・技能実習生の受入れ実態を検討する。 
最近 3 年間で組合に加入した企業があった組合は 72.0％である。そして、新たに加入が
あった理由として、すべての該当組合が「外国人研修生受入事業の参加」をあげている（複
数回答）。また、最近組合員が「増加傾向」にあると回答した団体は 34.4％となっており、











                                                   




24 中小企業組合白書にて岐阜県の中小企業各種組合設立数をみると、2003、4 年にはそれぞれ 19 組合が











































































































































































































































の実態を世に知らしめた『外国人研修生 時給 300 円の労働者』に記述されている、全統
一労働組合による岐阜県縫製加工業者に対する団体交渉（岐阜行動）がおこなわれたのは








                                                   
25 岐阜県中小企業団体中央会ヒアリング結果より。2012 年 9 月実施。 
26 ジャーナリストの安田浩一（2006）は、岐阜行動で見た現場から、技能実習生のおかれた状況を「現代
の女工哀史」、「奴隷労働」であると糾弾する。 
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